
日刊新聞紙法の廃止のための立法措置について（骨子） 
 

１．日刊新聞紙法の廃止 

  日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の株式の譲渡の制限等に関する法

律（日刊新聞紙法）は、廃止すること。 

 

 【論点】 

  今回、日刊新聞紙法により「日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社」に認

められている特例を廃止する理由をどのように説明するか。特例の内容及び

立法趣旨を踏まえて考える必要があるのではないか。 

 

 （特例の内容） 

   「日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社」は会社法の適用も受けるため、

同法に基づき株式の譲渡制限を定款により設けることは可能である（同法

第 107 条第１項等）※。もっとも、同法に基づく譲渡制限は、個々の株式の

譲渡に会社の承認を要することとするものである。 

   他方、株主の資格を定款により「事業に関係のある者」に一律に限定する

ことは、日刊新聞紙法により「日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社」に

認められている特例である。 

   ※ 「日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社」が日刊新聞紙法に基づく株主の資格

の限定のほか、会社法に基づく譲渡制限を設けていた例もあるようである（東京地

裁Ｈ21.２.24 判決）。 

 

 （立法趣旨） 

   昭和 26 年の日刊新聞紙法の立法当時、その趣旨は、「日刊新聞の高度の

公共性」に鑑み、「報道の性格と、そしてそれぞれの新聞紙の持味ともいう

べきいわゆるその特質を確保」するため、「資本から来る、外部から来る圧

迫は、できる限りこれを防」ぐという点にあるとされていた（昭和 26 年５

月 21 日衆議院法務委員会）。 

 

２．その他 

(1) 施行期日 

  この法律は、○○から施行すること。 

   ※ 日刊新聞紙法に基づき定款により株主の資格を「事業に関係のある者」に限定し

ている新聞社は、実務上、定款変更の手続をとる等の対応をすることとなると考え

られるため、このような対応に要する期間等を考慮する必要があるのではないか。 

 

(2) 経過措置 

  必要な経過措置の規定を設けること。 

未定稿 


